
経営ニュースプラス

　当所では、６月24日に日本商工会議所に対し「令和２年度税制改正及び中小企業政策に関する要望」を提出しました。
要望内容は企業経営委員会において３回の議論を経て、地方の中小企業が今後発展していくために必要な要望項目を
取りまとめたものです。日本商工会議所では、各地からの意見を集約した上で、政府をはじめ関係機関に提言・要望
することとしています。当所の要望概要は以下の通りです。
※詳細につきましては、当所ホームページに要望書全文を掲載しておりますのでご参照ください。

Ⅰ．税制改正に関する事項

１．税制全般について
　�　労働人口が減少する中においても成長を維持してい
くためには、労働者が働きやすい環境の整備が重要で
あり、女性や高齢者、障がい者の活躍促進、子育て世
代に対する支援制度や生活環境を総合的に整備するこ
とが不可欠である。
　�　また、中小企業の経営基盤を阻害することがないよ
う、円滑な事業承継や生産性の向上、財政基盤強化など、
中小企業の活力強化が図れる税制を構築すべきである。
２．�雇用の確保と生産性向上につながる税制の実現に向

けて
　・所得拡大促進税制の延長・拡充
　・�女性・高齢者・障がい者の活躍促進に向けた支援制

度の見直し
　・創業・ベンチャー支援につながる税制措置の拡充
　・税法上の中小企業定義の実態に即した見直し　など
３．�円滑な事業承継を後押しする税制のさらなる見直し

について
　・事業承継税制の周知及び見直し
　・株式の評価方法の見直し
　・個人所有の事業用資産の譲渡に係る支援
４．消費税率引き上げに伴う対応について
　・需要平準化対策及び価格転嫁対策の強化
　・軽減税率制度の導入見直し
　・インボイス制度の導入廃止　など

５．経済社会の変化に対応した税制の見直しについて
　・事業所税の廃止
　・個人事業主の欠損金の繰越期間の延長
　・二重課税の解消・印紙税の廃止　など

Ⅱ．中小企業政策に関する事項

１．中小企業政策全般について
　�　中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継や生産性
向上など経済・社会構造の変化に合わせた自己変革へ
の取組を後押しするとともに、既成概念にとらわれな
い支援策を強化すべきである。
２．中小企業の経営基盤の維持・強化に向けて
　・働き方関連法への対応にかかる支援
　・円滑な事業承継の実現に向けた支援の強化
　・キャッシュレス決済の導入支援及び活用促進　など
３．中小企業のイノベーションの推進と地方創生に向けて
　・「未来投資戦略2018」の具現化に向けた支援策の強化
　・地域活性化のための広域観光の推進　など
４．小規模事業者支援について
　・�経営発達支援事業の実施に係る経営指導員の人件費

補助の増額　など
５．補助金制度の拡充等について
　・補助金申請の適正化
　・行政手続きの簡素化　など

平成31年度税制改正で実現した主な項目
○中小企業向け設備投資減税の延長・拡充	 ○中小企業防災・減災投資促進税制の創設（２年間）
○中小企業者等の法人税率の軽減の延長（２年間）	 ○研究開発税制の延長（２年間）・拡充・重点化
○地域未来投資促進税制の延長（２年間）・拡充	 ○個人事業者の事業承継税制の創設
○「消費税率の引上げに伴う価格設定について（ガイドライン）」の策定・公表

雇用の確保と生産性向上に向けた税制・中小企業政策の実現を‼
「令和２年度税制改正及び中小企業政策に関する要望」を提出
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早期景気
観測調査
新潟商工会議所管内

景気動向（前年同月比）全産業DI値
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2018年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

2019年
6月

 売　上 0.0 ▲  1.0 1.0 0.0 ▲  4.2 6.1 ▲  6.5 ▲10.6 ▲16.8 ▲13.3 ▲  1.1 ▲10.1 ▲  7.3
 採　算 ▲  3.9 ▲19.2 ▲12.6 ▲  7.3 ▲13.7 ▲  7.1 ▲16.1 ▲11.7 ▲21.1 ▲31.1 ▲17.1 ▲14.6 ▲14.6
 業　況 1.0 ▲11.1 1.0 ▲  3.1 ▲  2.1 2.0 ▲  3.2 ▲11.7 ▲14.7 ▲24.4 ▲  9.1 ▲14.6 ▲12.5
 仕入単価 ▲36.3 ▲38.4 ▲43.7 ▲37.5 ▲34.7 ▲37.8 ▲39.8 ▲30.9 ▲35.8 ▲44.4 ▲47.7 ▲36.0 ▲38.5
 従業員 30.4 29.3 29.1 31.3 26.3 33.7 39.8 33.0 24.2 37.8 29.6 25.8 24.0

【６月の概要】
　５月の業況判断に比べると、売上DI、業況DIともにマイナス幅が減少し、採算DIについては変動が
なく、従業員DIのプラス幅は増加した。一方、仕入単価DIのマイナス幅が増加しており、売上の減少、
原材料・資材など仕入単価の上昇、人件費などのコスト増が幅広い業種に影響を及ぼしている。
　先行きについては、５月に比べ、売上DIがマイナスに転じ、採算DIはマイナス幅が増加した。業況
DIはプラス幅が若干増加し、仕入単価DIはマイナス幅が改善され、従業員DIはプラス幅が増加した。
売上、採算面の悪化が懸念され、引き続き慎重な見通しとなっている。

建
設
業
管工事 人件費の増加と、外注費の高騰が収益を圧迫する要因となっている。

塗装 工事単価は上がっているものの、原材料費、人件費ともに増加している。
製
造
業
化学製品 売上が下落基調にある。海外市況の影響を受け売上数量、単価ともに悪化傾向である。

機械器具 退職者の補充が十分にできない。人材確保が難しい状況となっている。
卸
売
業
繊維製品 売上の減少傾向が続いており、経費の削減により対応している。

食品 原材料が値上がりしているが、価格転嫁ができていない。今後もこの傾向は続くと思われ、利益率を圧迫している。
小
売
業
食品 原材料、包装資材等の値上げが続いており、商品価格を上げざるを得ない。

サ
ー
ビ
ス
業

ソフトウェア 軽減税率制度の開始に向けて、各社のシステム対応を昨年から提案していたが、ようやく受注が出始めた。

運輸 働き方改革に伴う外注経費の増加が予想される。

ホテル インバウンドの取り込みが功を奏し、収益が向上した。

（2018年６月～2019年６月）

【全産業平均DI】　※DI（景況判断指数）＝（良い割合）－（悪い割合）
　売上DIは2.8ポイント、業況DIは2.1ポイント改善に転じたが、採算DIは前月と変わらず、仕入単価DIは2.5ポントマイナス
幅が増加し、従業員DIは1.8ポイント改善した。
全産業平均DI－向こう３か月間の先行き見通し

売上（受注・出荷） 採　　算 業　　況 仕入単価 従業員
4月 　  3.4 ▲  9.1 ▲11.4 ▲40.9 37.5
5月 　  1.1 ▲  5.6 ▲  9.0 ▲41.6 33.7
6月 ▲  3.1 ▲10.4 ▲  8.3 ▲35.4 27.1

　先行き見通しでは、売上DIがマイナス3.1ポイントに転じた。採算DIは4.8ポイントマイナス幅が増加し、業況DIは0.7ポイン
トマイナス幅が減少した。一方、仕入単価DIは6.2ポイントマイナス幅が減少し、従業員DIは6.6ポイントプラス幅が増加した。

工場・事務所・倉庫・店舗の建築は
おまかせください！

コスモ建設㈱

システム建築により自由設計、
ローコスト・短工期を実現！

〒950-0983　　　
新潟県新潟市中央区神道寺2-2-25

TEL025-245-7111　FAX025-245-7119
メールアドレス：info@cosmo-k-co.com

で検索
※㈱住金システム建築
　の施工会員です。
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